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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成17年６月 平成18年６月

売上高（千円） 1,557,370 4,772,062 6,134,971 3,750,018 795,468 2,387,550 

経常利益又は経常損失

（△）（千円） 
324,992 2,231,350 1,611,220 164,379 37,113 △67,002 

当期純利益又は当期純

損失（△）（千円） 
141,233 1,134,692 779,349 21,243 11,669 △122,677 

持分法を適用した場合

の投資利益（千円） 
－ － － － － － 

資本金（千円） 617,500 617,500 628,750 640,000 640,000 640,000 

発行済株式総数（株） 12,630 63,150 63,375 63,600 63,600 63,600 

純資産額（千円） 1,824,089 2,920,891 3,654,590 3,633,758 3,581,828 3,443,251 

総資産額（千円） 4,985,164 9,458,257 6,972,018 5,242,620 5,196,873 4,531,627 

１株当たり純資産額

（円） 
144,425.11 46,174.05 57,647.19 57,134.57 56,318.06 54,139.17 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配

当額)（円） 

3,000.00 

(－) 

1,000.00 

(－) 

1,000.00 

(－) 

1,000.00 

(－) 

250.00 

(－) 

1,000.00 

(－) 

１株当たり当期純利益

又は１株当たり当期純

損失（△）（円） 

11,182.36 17,889.03 12,296.34 334.21 183.48 △1,928.88 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益（円） 
－ 17,818.93 12,257.40 334.05 183.43 － 

自己資本比率（％） 36.6 30.9 52.4 69.3 68.9 76.0 

自己資本利益率（％） 8.1 47.8 23.7 0.6 0.3 － 

株価収益率（倍） 39.53 11.85 11.39 505.67 872.03 － 

配当性向（％） 26.8 5.6 8.1 299.2 136.3 － 

営業活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
2,266,997 3,249,978 △1,684,907 △998,557 146,058 △376,880 

投資活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
△210,367 △800,623 △15,099 90,187 △882 △51,610 

財務活動によるキャッ

シュ・フロー（千円） 
－ △29,981 △30,855 △30,842 △45,790 △26,994 

現金及び現金同等物の

期末残高（千円） 
3,940,352 6,359,725 4,628,864 3,689,652 3,789,037 3,333,553 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者

数)（人） 

186 

(27) 

421 

(77) 

334 

(61) 

217 

(42) 

199 

(46) 

158 

(23) 



 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高に係る消費税等については、税抜きで表示しております。 

３．第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、期中平均株価が新株引受権の行使価格より低く

１株当たり当期純利益が希薄化しないため、記載しておりません。 

４．従業員数は正社員及び社外からの受け入れ出向社員で、（ ）は人材派遣会社から受入の派遣社員を外数で

記載しております。 

５．平成14年２月20日付をもって、普通株式１株を３株に分割しております。 

なお、第７期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

６．平成15年３月14日付をもって、普通株式１株を５株に分割しております。 

なお、第８期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

７．第11期は、決算期変更により平成17年４月１日から平成17年６月30日までの３ヶ月間となっております。 

８. 第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

９. 第12期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向については、当期純損失の計上となったため記載してお

りません。 



２【沿革】 

 ヒュー・マネジメント・ジャパン株式会社設立以後の事業内容の変遷は、次のとおりであります。 

年月 沿革 

平成７年10月 再就職支援業務を目的としてヒュー・マネジメント・ジャパン株式会社を設立 

平成７年10月 設立と同時に米国ワシントンに本部を置くＡＯＣＦＩ（国際キャリアマネジメントコンサルティ

ング協会）の国際会員として入会 

平成８年８月 求人情報収集の専門部門として職務開発部を発足 

平成10年５月 転職決定までの一貫したサービス体制確立のため、職務開発部を拡大発展し企業調査部とする。

同時に有料職業紹介事業の免許（事業所番号13-04-ユ-0236）を取得 

平成10年８月 本社を東京都港区芝公園二丁目10番１号に移転 

平成11年１月 大阪市北区中之島に大阪支店を開設 

平成11年５月 名古屋事務所を半田市より名古屋市中村区に移転すると同時に名古屋支店に昇格 

平成11年10月 大阪支店を大阪支社に昇格し、名古屋以西の営業及びサービス拠点の統括拠点とする 

平成11年10月 福岡支店を開設 

平成11年10月 民営人材紹介事業協議会（現社団法人日本人材紹介事業協会）に加入と同時に「研究会」(現再

就職支援協議会)に参加 

平成11年11月 札幌支店を開設 

平成11年11月 求人開拓部門強化のため企業調査部をキャリア開発センターに変更 

平成11年12月 第三者割当増資により資本金２億7,750万円となる 

平成11年12月 つくば支店を開設 

平成12年２月 ヨーロピアンキャリアパートナーズ（以下ＥＣＰ）各国代表者会議（フランス、パリ市にて）に

出席、ＥＣＰ加盟に仮調印すると同時にＥＣＰが拡大発展しグローバルキャリアパートナーズ

（以下ＧＣＰ）となることを承認、再就職支援サービスのグローバル契約対応への体制を整える 

平成12年４月 仙台支店を開設 

平成12年４月 広島支店を開設 

平成12年８月 日本証券業協会に株式を店頭登録し、資本金6億1,750万円となる 

平成12年９月 ＧＣＰ（現アボーラグローバルキャリアパートナーズ）に正式加盟 

平成13年７月 横浜支店開設 

平成13年７月 京都支店開設 

平成14年10月 大阪支社を関西支社に名称変更、仙台支店および福岡支店をそれぞれ東北支社、九州支社に名称

変更し支社に昇格 

平成15年５月 本社を東京都港区港南二丁目16番1号(現在地)に移転 

平成16年４月  シニア派遣事業本部を発足しシニア人材の派遣業務を開始 

平成16年７月 グッドウィル・グループ株式会社が当社の発行済株式の50.31％を取得し、当社の親会社となる 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年３月  グッドウィル・グループ株式会社は当社の発行済株式を追加取得し保有が66.74％となる 

平成18年１月  ヒュー・マネジメント・サポート株式会社（非連結子会社）を設立 



３【事業の内容】 

 当社は主要業務として、会社都合による企業の退職者または退職予定者（以下キャンディデイトと呼ぶ）に対し

て、次の再就職先が決定するまで支援する再就職支援（アウトプレースメント）業務と人事コンサルテーション業

務およびシニア世代を主な対象者とするシニア派遣業務を行っております。 

 再就職支援業務は、人員削減を行う企業と基本契約を締結し、その企業からキャンディデイトに対するサービス

依頼に基づき再就職支援サービスを開始し、サービス依頼毎に、基本契約に基づく対価をクライアント企業に請求

致します。対価となる料金は当社ではほとんどがキャンディデイト一人当たりの固定金額またはキャンディデイト

の年収に対する割合で決めております。また、キャンディデイトに対するサービスの期間は、一般的にはサービス

依頼からキャンディデイトの再就職が決まる迄（サービス終了時点）としておりますが、クライアント企業のニー

ズ等により、期間を限定するケースもあります。 

 サービス対価の請求の方法は、一括請求と分割請求の２種類があります。一括請求とは、サービス依頼(開始)時

点において、対価を一括してクライアント企業に対して請求する方法で、分割請求とは主として、サービス依頼

（開始）時点とサービスが終了した時点とに分けてクライアント企業に対価を請求する方法です。 

 当社では、サービス終了時点は、サービスの期間が限定されていない場合には、キャンディデイトが再就職し、

新しい職場へ入社する日またはキャンディデイト本人が再就職以外の転進を決意し、サービスの終了を申し出た日

と定義し、キャンディデイトが再就職した日または終了を申し出た日をもって売上に計上しております。また、サ

ービス期間が限定されている契約の場合には、契約期間中に再就職が確定する場合等を除き、契約期間の最終日を

もってサービス終了としております。 

 再就職支援サービスは人材紹介と混同されることがありますが、下記の点で大きく異なります。 

 （注） 上記は当社が実施する再就職支援サービスであり、再就職支援会社の中でも異なる形態を取る会社もありま

す。  

 再就職支援サービスそのものを規制する法律はありませんが、当社は自社内に求人開拓担当コンサルタントを有

し、転職先の紹介・斡旋を行っていることから、職業安定法第30条第1項に基づき厚生労働大臣より有料職業紹介

事業の許可を取得しております。 

 再就職支援サービス（当社の場合） 人材紹介（一般的な例） 

サービスの依頼者 人材の出し手である企業 求人企業 

求人企業との関わり キャンディデイトに合う求人企業を探す 求人内容に基づき、人材を探す 

サービス内容 担当カウンセラーによる個別相談、再就職活

動拠点の提供（ブース、個室、各種新聞雑

誌、ＰＣ等の利用が可能） 

キャンディデイトから費用の徴収はない 

左記のようなサービスはない 

料金の徴収 人材の出し手である企業 求人企業 

料金の算定根拠（一般的） 主としてクライアント企業との交渉により決

定 

再就職する求人企業における年収をベ

ースにする 

アフターケア キャンディデイトの再就職が決定したあと６

ヶ月はアフターケア期間とし、万一再就職先

を退職しても、６ヶ月以内であれば、再度サ

ービスを受けることができる 

左記のようなサービスはない 



《契約及びサービスの流れ》 

《再就職支援サービスの内容》 

 再就職支援サービスとは、基本契約に基づき、キャリアカウンセラーがキャンディデイトの再就職まで直接相談

にのり、キャンディデイトの再就職をサポートするサービスであります。欧米型の再就職支援サービス（アウトプ

レースメントサービス）は、下記に記載のキャリアカウンセリングを主たるサービスに位置付けておりますが、当

社では、欧米型のサービスとの差別化及び主として日本の大手企業からの顧客ニーズに対応すべく、キャリアカウ

ンセリング部門のカウンセラーによるキャリアカウンセリングと求人開拓センターのコンサルタントによる再就職

斡旋業務を融合した総合的なサービスを「再就職支援サービス」と呼んでおります。 

 具体的なサービス内容は以下の通りです。 

＜キャリアカウンセリング部門における業務＞ 

（下記の図の＜サービスの流れ＞のスタートから決定に至るまでサポートを継続致します） 

 キャンディデイト１名につき１人のカウンセラーがマンツーマンで行うカウンセリングです。 

・自己分析・適性検査 

・職務経歴の見直し 

・再就職の目標設定 

・履歴書・職務経歴書・推薦状等作成の指導 

・自己ネットワークの見直し，自助努力の促進，ＤＭ作戦 

・優良人材紹介業のネットワークの紹介 

・各種媒体による求人情報収集のノウハウ提供 

・事前面接トレーニング及び個別企業面接対策 

・マインド形成 

・メンタルケア 

・求人開拓センターのスタッフとのミーティング 

＜求人開拓センターにおける業務＞ 

（主として、下記の図の＜サービスの流れ＞の求人開拓ミーティング以降をカウンセラーと共にサービスしてま

いります） 

 キャンディデイトのための求人調査及び求人情報の開拓収集及び求人情報の創出を専門に行うと共に、マッチ

ング業務を行い、再就職が決まるまで下記の業務サポートを行います。キャリアカウンセリングにより職務経歴

書が完成した時点で、キャンディデイトと当センタースタッフとのミーティングが行われ、当センターのコンサ

ルタントがキャンディデイトひとり一人にふさわしい求人情報の収集を開始いたします。 

・求人企業の調査・訪問 

・求人情報の収集及び開拓 

・求人情報とキャンディデイトのマッチング業務 

・面接設定 

・面接同行 

・求人企業との就労条件交渉の代行 

・再就職後のフォローアップ 



＜サービスの流れ＞ 

 （注） 上記は、当社求人開拓センターの求人企業情報により再就職が決定する場合の標準的な流れを記載しており

ます。 

＜人事コンサルテーション部門における業務＞ 

 当部門は再就職支援サービスの受注活動を行なっている法人本部と一体となってクライアント企業の、主とし

て雇用調整局面におけるニーズに特化し、人事に関連する制度設計、教育研修からカウンセリングまでをその活

動範囲とするソリューションビジネスを担当しております。具体的なサービスの内容は次の通りであります。 

・企業の組織戦略、人事・要員適正化、人材活用に関する分析・助言 

・早期退職優遇制度・希望退職・整理解雇等に関する施策立案 

・企業の管理職を対象とした、変革のためのリーダーシップ、コミュニケーション能力、面談スキル等に関す

る研修の実施 

・個人を対象とするキャリアデザイン研修、キャリア・カウンセリング 

・その他人事制度構築、業務プロセス革新 



《シニア派遣業務の内容》 

 シニア派遣業務は、シニア世代を主な対象者とする登録型スタッフ派遣サービスであり、新たな仕事をとおし

て「ゆとり」と「生き甲斐」を実感することができるよう、シニア世代がこれまでに培ってこられた豊富な知識

や経験を十分に活用できる仕事を提供します。 

 

＜就業までのサービスの流れ＞ 

 ・インターネットまたは履歴書郵送によるスタッフ仮登録 

 ・適性確認及び就業に関する要望事項の確認とスタッフ本登録 

 ・経験・スキル・希望勤務条件等にマッチした業務の紹介 

 ・派遣先企業での就業内容・条件等の再確認 

 ・派遣先企業が決定した段階で当社との雇用契約を締結 

 ・各分野のスペシャリストとしての派遣・就業 

４【関係会社の状況】 

 （注）有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 当社は、連結財務諸表を作成していないため、本部別の従業員数を示しますと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）は人材派遣会社から受入の派遣社員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．派遣社員を除く従業員数が41名減少しておりますが、これは拠点人員適正化によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

 当社に、労働組合はありませんが、労使関係は円満にいっております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の被所
有割合（％） 

関係内容 

（親会社）           

グッドウィル・グル

ープ㈱      （注） 
東京都港区 26,618 総合人材サービス業 66.74 役員兼任2名 

  平成18年６月30日現在

本部別 従業員数（人） 

法人本部 18 (1) 

キャリアカウンセリング本部 119 (20) 

シニア派遣事業本部 9 (-) 

管理本部 12 (2) 

合計 158 (23) 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 平均年令（才 ヵ月） 平均勤続年数（年 ヵ月） 平均年間給与（円） 

158（23） 51.7 3.1 5,161,999 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

 当社は平成17年6月23日に開催された定時株主総会において、決算期を従来の3月31日から6月30日とする定款の一

部変更を行いました。この経過措置として、前事業年度は平成17年4月1日から平成17年6月30日までの３ヶ月決算と 

なっております。このため、前事業年度の業績等との比較を行っておりません。 

(1）業績 

 当事業年度における,わが国経済は、企業収益の改善とともに、民間設備投資の増加と雇用・所得環境の改善を

つうじた個人消費の増加など総じて回復基調で推移いたしました。企業は人材不足傾向にあり、人材確保のため新

卒及び中途採用が増加しております。このような環境の中で人材サービス業界においては、求人の増加に伴い、紹

介業が活況を呈しておりますが、一方で再就職支援サービスに対する需要は、企業の雇用調整が一段落したことも

あり減少しております。加えて業者間の受注競争も激化し、契約料金の低下もあり、厳しい状況にあります。 

 以上の結果、当事業年度の売上高は2,387,550千円、経常損失は67,002千円、当期純損失122,677千円となりまし

た。尚、シニア派遣事業の売上高は198,300千円となっております。  

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、未成業務支出金の減少があるものの、未

成業務受入金の減少、法人税などの支払いがあり、当期末残高は3,333,553千円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において営業活動により使用した資金は、376,880千円となりました。未成業務支出金の減少210,703千

円、未成業務受入金の減少505,726千円、その他負債の減少34,820千円等によるものであります。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において投資活動の結果使用した資金は、51,610千円となりました。有形固定資産の取得による支出

29,697千円、関係会社株式の取得30,000千円、支店の開設に伴う敷金・保証金の支払13,947千円、支店の解約等によ

る敷金・保証金の回収21,780千円によるものであります。 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当事業年度において財務活動の結果使用した資金は、26,994千円となりました。配当金の支払い26,994千円によるも

のであります。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は、キャンディデイトを受入れた際に受注の取扱いを行い、その実績は下記(2）のとおりで、その後はカウ

ンセリングや求人情報収集・提供等の再就職支援活動を行っております。 

 再就職が決定した場合は、再就職日を以て販売（売上）の取扱いを行い、その実績は下記(3）のとおりでありま

す。従って、いわゆる生産といった過程は存在しませんので記載を省略いたしております。 

(2）受注実績 

 業種別受注実績 

 （注）１.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 ２.決算期変更により前事業年度は３ヶ月の実績となっているため、前年同期との比較は行っておりません。 

区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

化学・医薬品 100,437 ― 38,110 ― 

機械 14,300 ― 11,600 ― 

電機 521,630 ― 366,038 ― 

卸売・小売業 165,626 ― 96,269 ― 

金融・保険 57,390 ― 37,430 ― 

情報・通信 161,305 ― 101,765 ― 

その他 589,003 ― 390,191 ― 

合計 1,609,692 ― 1,041,405 ― 



(3）販売（売上）実績 

 業種別売上実績 

 （注）１.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 ２.決算期変更により前事業年度は３ヶ月の実績となっているため、前年同期との比較は行っておりません。 

３【対処すべき課題】 

①再就職支援事業  

企業の業績改善、景気回復に伴い、業績不振による一時的な人員削減を実施する企業は減少しております。しかし企

業間格差の拡大、企業間競争の激化が進む中、個別に生き残りのための構造改革を推進し、規模は小さいながら希望

退職募集などによる雇用調整を実施する企業は大企業にとどまらず、中堅企業にまで広がってきております。再就職

支援ニーズは単に業績不振による一時的な人員削減のためだけではなく、成長戦略を進める上で必要な人材確保のた

めの人材の入れ替え、ミスマッチ人材の企業外での再雇用支援など、人材の活性化をベースとした長期的な人材戦略

面からのニーズが高まるなど多様化してきております。当社としては営業力を増強し、新規顧客獲得を図るととも

に、コンサルティング機能を強化し、既存取引先からのリピート受注の確保に努めてまいります。一方業者間の受注

競争の激化により契約料金も下落傾向にありますが、当社としてはコスト面の効率化を図りつつも、質の高いサービ

スと適正料金を基本とし、サービスプログラムの多様化を図り、顧客の信頼度を高め、安定した受注獲得に結び付け

てまいります。 

②シニア人材派遣事業  

団塊世代の大量定年により高齢化社会への突入、それにともなう熟練労働者不足などの問題は現実化してまいりま

す。現状、徐々にではありますが、シニアの派遣マーケットの広がりは感じられ、派遣ニーズの開拓は進んでおり

ます。当社はシニア派遣事業を再就職支援事業に次ぐ第２の柱として、当社収益基盤の強化を図るための事業と位

置づけ、着実に拡大展開してまいります。“働く意欲のあるシニア”に雇用機会を提供することは雇用の流動化を

促進し、社会の活性化に繋がる大きな役割との認識で取り組んでまいります。 

区分 売上高（千円） 前年同期比（％） 

化学・医薬品 147,036 ― 

機械 51,637 ― 

電機 534,933 ― 

卸売・小売業 268,187 ― 

金融・保険 126,931 ― 

情報・通信 183,676 ― 

その他 1,075,146 ― 

合計 2,387,550 ― 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

①再就職支援サービスへの依存度が高いことについて 

 当社は再就職支援サービスの専業として事業を展開してまいりましたが、平成16年4月にシニア派遣事業本部を

新設し、派遣業務を開始しております。収益基盤の第二の柱となる事業として拡大展開してまいりますが、本事業

の大きな飛躍は団塊世代の大量定年が始まる平成１９年以降となる見込みです。再就職支援サービスへの依存度は

今後も高い水準を維持するものと考えられ、当社業績は再就職支援サービスの動向により影響を受けます。 

②顧客情報の管理について 

 当社は、再就職支援サービスを行っているため、クライアントに関する情報、キャンディデイトに係る個人情報

を有しております。特にキャンディデイトに関しては適性検査結果や職務経歴書等の個人情報を多数有しているこ

とから、当社は顧客情報の管理を重要と考え厳重な管理を行っておりますが、仮に顧客の情報の漏洩等が発生した

場合には、当社の信用が低下し、受注活動に悪影響を与える可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 当社とグッドウィル・グループ株式会社は、より密接なグループとの関係強化や更なるシナジー効果を図ることを

目的として、平成18年６月21日に株式交換契約を締結し、同年９月20日開催の定時株主総会において株式交換契約書

が承認されました。 

 株式交換の概要は、次のとおりであります。 

 （1）株式交換の内容 

 グッドウィル・グループ株式会社を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換 

 （2）株式交換の日       平成18年11月１日 

 （3）株式交換の方法 

 グッドウィル・グループ株式会社は、株式交換に際して株式交換の日の前日の最終の当社の株主名簿に記載さ

れた株主に対し、その所有する当社の普通株式１株につき、グッドウィル・グループ株式会社の普通株式1.21株

の割合をもって割当交付する。ただし、グッドウィル・グループ株式会社が保有する当社の普通株式について

は、グッドウィル・グループ株式会社の普通株式は割当てない。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）財政状態の分析 

当事業年度末の総資産は 4,531,627千円であり、前事業年度末に比べ665,245千円減少いたしました。主な要

因は、未成業務支出金の減少,現金及び預金の減少及び固定資産等の減少によるものであります。 

総負債は1,088,376千円であり、前事業年度末に比べ526,668千円減少いたしました。主な要因は、未成業務受

入金の減少によるものです。正味運転資本（流動資産から流動負債を控除した金額）は2,900,075千円であ

り、流動比率は366.5％（前事業年度 285.0％）で財務の健全性は保たれております。 

自己資本につきましては、3,443,251千円（前事業年度末比138,577千円減少）となりました。自己資本比率は

76.0％（前事業年度末68.9％）となっております。 

  

(２）経営成績の分析 

  「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 （１）業績」 をご参照ください。  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当事業年度における設備投資は、有形固定資産、無形固定資産及び敷金保証金の総額で44,923千円であります。 

なお、当事業年度において本社賃貸借契約の一部解約により建物、工具器具及び備品の除却損を52,076千円計上して

おります。 

２【主要な設備の状況】 

 平成18年６月30日現在の各事業所の設備、投下資本及び従業員の配置状況は次のとおりであります。 

 （注）１．投下資本の金額は、有形固定資産等の帳簿価額であります。 

２．上記従業員数の（ ）は人材派遣会社から受入の派遣社員を外数で記載しております。 

３．「その他」には無形固定資産の「ソフトウエア」33,059千円及び投資その他の資産の「敷金保証金」    

 376,192千円が、それぞれ含まれております。 

４．リース契約による主な賃借設備は次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

    該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

区分 
事業所名 
（所在地） 

事業内容 

土地 建物 
車両運搬
具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

その他 
（千円） 

投下資本
合計 
（千円） 

従業
員数 
(名) 

面積 
（㎡） 

金額 
（千円） 

金額 
（千円） 

事務所

設備 

本社 

(東京都港区) 

管理本部 

再就職支援業

務、シニア派

遣業務 

- - 35,368 - 20,730 223,680 279,780 
60 

(10)

関西支社 

(大阪市北区) 

西日本統括 

再就職支援業

務 

- - 6,150 - 1,364 34,295 41,809 
10 

(0)

東北支社 

(仙台市青葉区) 

再就職支援業

務 
- - 2,641 43 824 6,862 10,372 

8 

(0)

九州支社 

(福岡市博多区) 

再就職支援業

務 
- - 906 22 365 7,643 8,937 

3 

(1)

中部支社 

(名古屋市中村区) 

再就職支援業

務 
- - 1,237 17 358 8,723 10,336 

6 

(0)

札幌支店 

(札幌市北区) 

再就職支援業

務 
- - 1,520 12 489 4,553 6,576 

5 

(0)

広島支店 

(広島市南区) 

再就職支援業

務 
- - 421 - 288 2,970 3,679 

1 

(1)

横浜支店 

(横浜市西区) 

再就職支援業

務 
- - 2,127 - 471 10,104 12,703 

6 

(2)

その他 

  

再就職支援業

務 
- - 12,455 363 11,102 110,419 134,341 

59 

(9)

名称 
数量 

（セット） 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

本社複写機 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
1 5 1,359 12,060 

ソフトウエア 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
1 5 2,210 13,398 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割(分割比率１：３) 

２．株式分割(分割比率１：５) 

３. 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストックオプション）の行使によるものであります。 

(4）【所有者別状況】 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 250,000 

計 250,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年６月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年９月21日) 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 63,600 63,600 ジャスダック証券取引所 － 

計 63,600 63,600 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年２月20日 

（注１） 
8,420 12,630 － 617,500 － 862,500 

平成15年３月14日 

（注２） 
50,520 63,150 － 617,500 － 862,500 

平成15年4月1日～ 

平成16年3月31日 

（注３） 

225 63,375 11,250 628,750 11,250 873,750 

平成16年4月1日～ 

平成17年3月31日 

（注３） 

225 63,600 11,250 640,000 11,250 885,000 

  平成18年６月30日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況

（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 4 7 16 5 ― 1,388 1,420 ― 

所有株式数（株） ― 480 227 53,990 12 ― 8,891 63,600 ― 

所有株式数の割合

（％） 
― 0.75 0.36 84.89 0.02 ― 13.98 100.0 ― 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

グッドウィル・グループ株式

会社 

東京都港区六本木6-10-1六本木ヒルズ森タ

ワー35階 
42,452 66.74 

MACSmallCap投資事業組合 

業務執行組合員 株式会社

M&Aコンサルティング 

東京都中央区銀座6-4-1中島・宮本・畑中

法律事務所内 
11,032 17.34 

齋藤義明 神奈川県茅ヶ崎市 2,000 3.14 

阿部和広 徳島県徳島市 439 0.69 

 ∑13号投資事業組合 業務

執行組合員 シグマ・ゲイン

株式会社 

東京都港区六本木7-15-7新六本木ビル9Ｆ 320 0.50 

第一生命保険相互会社 

（常任代理人 資産管理サービ

ス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区有楽町1-13-1 

 （東京都中央区日本橋茅場町1-2-4日本証券

代行株式会社証券管理第二部資産管理課

DGA） 

300 0.47 

徳島合同証券株式会社 徳島県徳島市中通町3-5-1 185 0.29 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 174 0.27 

佐藤久子 東京都世田谷区 163 0.25 

吉田文夫 静岡県浜松市 160 0.25 

計 ─ 57,225 89.97 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  63,600  63,600 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 63,600 － － 

総株主の議決権 － 63,600 － 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

 ―  ― ― ― ― ― 

計  ― ― ― ― ― 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 第７期から前年第11期まで５期配当を実施いたしました。今後も株主の皆様に対する重要な利益還元策として配当

を継続できるよう、より一層の努力をして参る所存です。尚、当第12期定時株主総会において1株につき1,000円の配

当を決定いたしました。 

 なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年12月31日を基準日として、中間配当をすることができる。」旨を定

款に定めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、第10期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会

の公表のものであります。 

□印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

２．第11期は、決算期変更により平成17年４月１日から平成17年６月30日までの３ヶ月間となっております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成17年６月 平成18年６月 

最高（円） 
1,770,000 

□485,000 

1,240,000 

□360,000 
263,000 

178,000 

※218,000 
186,000 165,000 

最低（円） 
800,000 

□400,000 

417,000 

□200,000 
135,000 

139,000 

※121,000 
140,000 76,900 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 159,000 150,000 140,000 131,000 128,000 117,000 

最低（円） 141,000 113,000 127,000 124,000 110,000 76,900 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役社

長 
 川上 真一郎 昭和38年4月10日生 

昭和61年４月 株式会社カナデン入社 

平成４年９月 株式会社サイク（後の株

式会社グッドウィル・コ

ミュニケーション）取締

役 

平成７年２月 グッドウィル・グループ

株式会社専務取締役 

平成10年５月 同社事業本部長 

平成11年７月 同社代表取締役社長 

平成12年８月 同社代表取締役社長 兼

最高執行責任者（COO）

（現任） 

平成15年11月 株式会社グッドウィル・

エンジニアリング代表取

締役社長（現任） 

平成16年４月 株式会社グッドウィル代

表取締役社長 

平成16年６月 当社取締役就任 

平成16年11月 当社取締役副社長兼最高

執行責任者（COO) 

平成17年４月 当社代表取締役副社長兼

 最高執行責任者（COO) 

平成17年６月 当社代表取締役社長 

（現任） 

- 

代表取締役副

社長 

管理本部長兼

経営企画室長 
脇尾 茂 昭和42年１月16日生 

平成２年４月 東京リース株式会社入社 

平成８年４月 グッドウィル・グループ

株式会社入社 

平成15年１月 同社社長室長 

平成16年７月 同社執行役員 

 平成16年８月  株式会社グッドウィル転

籍 

平成16年11月 当社執行役員（経営企画

担当） 

平成17年１月 グッドウィル・グループ

株式会社転籍執行役員社

長室長 

平成17年４月 当社執行役員管理本部長 

平成17年６月 当社代表取締役副社長 

（現任） 

 平成18年１月  ヒュー・マネジメント・

サポート株式会社 代表

取締役社長（現任） 

- 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 

法人本部副本

部長兼人事コ

ンサルテーシ

ョン部長 

大槻 康裕  昭和20年5月31日生  

昭和45年４月 日本勧業角丸証券株式会社

（現みずほインベスターズ証

券株式会社）入社 

平成11年１月 当社入社 

平成13年８月 法人本部部長 

平成16年６月 取締役就任 法人本部部長 

平成16年12月 取締役法人本部副本部長兼法

人本部営業企画部長兼法人本

部人事コンサルテーション部

長 

平成17年１月 取締役法人本部副本部長兼法

人本部人事コンサルテーショ

ン部長（現任） 

13 

取締役 

関西支社長兼

法人本部副本

部長 

 草野 昭忠 昭和17年5月30日生  

昭和42年４月 株式会社ヤナセ入社 

昭和43年９月 共同石油株式会社（現株式会

社ジャパンエナジー）入社 

平成11年２月 株式会社日本マンパワー入社 

平成11年10月 当社入社 大阪支社長 

平成13年８月 大阪支社長兼法人本部副本部

長 

平成14年10月 関西支社長兼法人本部副本部

長 

平成16年６月 取締役就任 関西支社長兼法

人本部副本部長（現任） 

26 

取締役 

キャリアカウ

ンセリング本

部長 

葛西 繁  昭和21年9月28日生  

昭和45年４月 株式会社長崎屋入社 

平成13年４月 当社入社 

平成14年９月 長野事務所長 

平成15年10月 キャリアカウンセリング本部

副本部長 

平成16年４月 管理本部長 

平成16年６月 取締役就任 管理本部長 

平成16年７月 取締役管理本部長兼経営企画

室長 

平成17年４月 取締役キャリアカウンセリン

グ本部長（現任） 

- 

 取締役  法人本部長  守本 真之 昭和48年3月1日生  

 平成８年４月  株式会社光通信入社 

 平成13年６月 グッドウィル・グループ株式

会社入社 

 平成14年５月  同社中四国統括部長 

 平成16年８月  株式会社グッドウィル転籍 

   同社中四国統括部長 

 平成17年７月  当社転籍管理本部長 

 平成17年８月  管理本部長兼経営企画室長 

 平成18年１月 執行役員法人本部長兼派遣事

業本部長 

 平成18年７月  執行役員法人本部長 

 平成18年９月  取締役就任 法人本部長

（現任） 

- 

 



 （注） 監査役内藤克、新井忠は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役   萬 学 昭和16年10月17日生 

昭和39年４月 三菱商事株式会社入社 

平成10年８月 当社入社 

平成13年４月 人事コンサルテーション本

部長兼法人本部副本部長 

平成13年６月 取締役就任 人事コンサル

テーション本部長兼法人本

部副本部長 

平成14年４月 取締役法人本部副本部長兼

法人本部営業企画部長 

平成16年４月 常務取締役就任 法人本部副

本部長兼法人本部営業企画

部長兼人事コンサルテーシ

ョン本部長 

平成16年12月 常務取締役キャリアカウン

セリング本部長 

平成17年４月 常務取締役経営企画室長 

平成17年６月 常勤監査役就任（現任） 

16 

監査役  金崎 明 昭和27年１月23日生 

昭和53年10月 新宿監査法人 入所 

昭和56年７月 公認会計士登録 

昭和59年12月 株式会社リクルート 入社 

昭和60年５月 株式会社リクルートコスモ

スへ転籍 

平成９年７月 株式会社ダイフレックス入

社 同社 経理部長 

平成11年９月 グッドウィル・グループ株

式会社 取締役管理本部長 

平成14年７月 同社 常務取締役管理本部

長兼会長室長兼最高財務責

任者（CFO)（現任） 

平成14年９月 株式会社コムスン監査役

（現任） 

平成16年11月 当社執行役員最高財務責任

者（CFO) 

平成17年６月 当社監査役就任（現任） 

- 

監査役  内藤 克  昭和37年５月３日生  

平成７年１月 内藤克税理士事務所開業

（現任） 

平成13年６月  当社監査役就任（現任） 

6 

監査役  新井 忠 昭和10年２月18日生 

昭和34年４月 日本勧業証券株式会社

（現みずほインベスター

ズ証券株式会社）入社 

平成元年６月 同社取締役株式部長 

平成３年６月 日本相互証券株式会社常

勤監査役 

平成７年６月 同社顧問就任 

平成11年６月 勧角証券株式会社（現み

ずほインベスターズ証券

株式会社）監査役就任 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

- 

    計 61 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は経営の透明性を第一とし、当社の事業である再就職支援及びシニア人材派遣という社会性の高い事業

であることに鑑み、取締役だけでなく全社員に法令順守を徹底し、実践することが重要であると考えておりま

す。 

（２）会社の機関の内容、内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 

 ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に関る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

・当社の経営管理の枠組みを構成するのは取締役会及び監査役会であります。 

・取締役会は月１回定例の月次取締役会を開催し、経営上の意思決定を行うとともに、必要に応じ臨時取締役会

を開催しております。また取締役は経営責任を明確化し、定期的に株主のチェックを受け、経営の健全性・透

明性を高めるため任期は１年としております。 

・当社は監査役制度を採用しており、監査役会は現在4名の監査役（内２名は社外監査役）で構成され取締役会

へ出席し、適法性確認のため意見を述べております。また取締役の業務全般についても違法性がないか厳正な

監視を行っております。業務執行に関する重要課題については、定例の月次取締役会以外に取締役による会議

を毎朝開催し、急速な外部環境の変化などに対応できる体制を整えております。 

・当社は全従業員を対象とするコンプライアンス規程を設け、コンプライアンス委員会を設置しております。 

コンプライアンス委員会は毎月１回開催しており、各部門長を中心に法令順守の徹底を図っております。 

また、本委員会には監査役も出席しております。 

・顧問弁護士より適宜アドバイスを受けております。その他税務関連業務及び社会保険関連業務に関しましても

外部の専門家との顧問契約に基づき適正な処理を行っております。 

・各拠点については毎月1回月例報告書で業務報告させておりますが、その中に全員が毎月必ず確認する事項と

して法令順守の徹底項目があり、拠点長が全員の確認をとり記載することになっております。平成17年４月か

らは個人情報保護についての項目も加え徹底しております。 

・情報開示につきましては、従来通り迅速な四半期ごとの情報開示を行い、決算説明会を開催するなど投資家の

皆様とのコミュニケーションの充実に努めております。 

②内部監査の状況 

   社長直轄の内部監査機能を併せ持つ部門である経営企画室（1名）が、監査役及び会計監査人とも連携し社内  

各部門の業務執行状況について内部監査を実施し、不適切な業務処理の発生防止に努めております。 

 ③会計監査の状況 

  当社の会計監査業務を執行した公認会計士は指定社員・業務執行社員は杉岡喜幸、川口宗夫であり、みすず

監査法人（平成18年９月１日をもって中央青山監査法人は、みすず監査法人に名称を変更しております。）に

所属しております。また、会計業務に係る補助者は公認会計士５名、会計士補４名、その他２名であります。 

 みすず監査法人に対しては、第三者としての公正な立場での財務諸表の内容及び会計処理の適正性について

の監査の実施を求め、併せて会計監査人からの監査役会、取締役会に対する会計監査報告も受け、適正な会計

処理の確保に努めております。 

 ④社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

 社外取締役は選任しておりません。監査役４名のうち２名は社外監査役であり当社との間で利害関係はあり

ません。 

 (３) 役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであり、当社は社外取締役を

選任していないためすべて社内取締役に対するものであります。 

  役員報酬 48,378千円 (取締役 39,978千円、監査役 8,400千円） 

（４）監査報酬の内容 

 当社のみすず監査法人への公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は11,000千円であり、そ

れ以外の報酬の支払はありません。 



第５【経理の状況】 

１.財務諸表の作成方法について 

(1）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、平成17年４月１日から平成17年６月30日までの前事業年度は、改正前の財務諸表等規則に基づき、平成17年７

月１日から平成18年６月30日までの当事業年度は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(2）当社は、平成17年６月23日開催の第10期定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算期を３月31日から６

月30日に変更いたしました。これに伴い、前事業年度は、平成17年４月１日から平成17年６月30日までの３ヶ月間とな

っております。 

２.監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、平成17年４月１日から平成17年６月30日までの前事業年度の財務諸

表については、中央青山監査法人により監査を受け、平成17年７月１日から平成18年６月30日までの当事業年度の財務諸

表については、みすず監査法人により監査を受けております。 

 なお、中央青山監査法人は平成18年９月１日付をもって名称をみすず監査法人に変更しております。      

３.連結財務諸表について 

  連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社では、

子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性

が乏しいものとして、連結財務諸表を作成しておりません。 

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

資産基準                0.6％ 

売上高基準               0.0％  

利益基準                2.5％  

利益剰余金基準            △0.2％  



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

 （注）前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっております。 

  
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   3,789,037   3,333,553  

２．完成業務未収入金   42,409   43,410  

３．未成業務支出金   696,078   485,374  

４．前払費用   42,465   37,730  

５．繰延税金資産   22,802   81,923  

６．その他    10,344   6,459  

流動資産合計   4,603,138 88.6  3,988,451 88.0 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産        

１．建物  172,693   125,039   

減価償却累計額  77,000 95,692  62,209 62,830  

２．車両運搬具  14,409   9,280   

減価償却累計額  13,449 960  8,819 460  

３．工具器具及び備品  322,529   305,015   

減価償却累計額  264,420 58,108  269,021 35,994  

有形固定資産合計   154,761 3.0  99,285 2.2 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウエア   51,342   33,059  

２．電話加入権   784   784  

無形固定資産合計   52,127 1.0  33,844 0.8 

(3）投資その他の資産        

１．関係会社株式   -   30,000  

２．敷金保証金   384,025   376,192  

３．繰延税金資産   2,820   3,853  

投資その他の資産合計   386,846 7.4  410,046 9.0 

固定資産合計   593,735 11.4  543,175 12.0 

資産合計   5,196,873 100.0  4,531,627 100.0 

        



  
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．未払金   13,587   3,627  

２．未払費用   101,683   95,791  

３．未払法人税等   13,138   37,458  

４．未払消費税等   24,886   10,624  

５．未成業務受入金   1,423,984   918,257  

６．預り金   35,664   20,476  

７．賞与引当金   2,100   2,140  

流動負債合計   1,615,044 31.1  1,088,376 24.0 

負債合計   1,615,044 31.1  1,088,376 24.0 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  640,000 12.3  - - 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  885,000   -   

資本剰余金合計   885,000 17.0  - - 

Ⅲ 利益剰余金        

１．任意積立金        

特別償却準備金  3,358   -   

２．当期未処分利益  2,053,469   -   

利益剰余金合計   2,056,828 39.6  - - 

資本合計   3,581,828 68.9  - - 

負債・資本合計   5,196,873 100.0  - - 

        



 （注）前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっております。 

   
前事業年度 

（平成17年６月30日） 
当事業年度 

（平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金    － －  640,000 14.1 

２．資本剰余金         

(1）資本準備金   －   885,000   

資本剰余金合計    － －  885,000 19.6 

３．利益剰余金         

(1）その他利益剰余金         

特別償却準備金   －   2,995   

繰越利益剰余金   －   1,915,256   

利益剰余金合計    － －  1,918,251 42.3 

株主資本合計    － －  3,443,251 76.0 

純資産合計    － －  3,443,251 76.0 

負債純資産合計    － －  4,531,627 100.0 

        



②【損益計算書】 

 （注）前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっております。 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．売上高   795,468 100.0  2,387,550 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．当期完成業務原価   568,955 71.5  1,846,404 77.3 

売上総利益   226,513 28.5  541,145 22.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

1.役員報酬  6,950   48,378   

2.給与手当  58,305   183,793   

3.賞与  －   15,331   

4.賞与引当金繰入額  1,500   1,540   

5.法定福利費  8,187   31,607   

6.旅費交通費  7,332   24,303   

7.消耗品費  3,763   8,853   

8.減価償却費  13,484   39,622   

9.賃借料  33,310   104,688   

10.支払手数料  36,487   94,588   

11.その他  20,547 189,869 23.9 56,262 608,970 25.5 

営業利益又は営業損失
（△） 

  36,644 4.6  △67,824 △2.8 

Ⅳ 営業外収益        

1.受取利息  178   616   

2.受取保険金  32   -   

3.過年度教育研修費返戻金  217     -     

4.雑収入  41 469 0.1 206 822 0.0 

経常利益又は経常損失
（△） 

  37,113 4.7  △67,002 △2.8 



 （注）前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっております。 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅴ 特別利益        

1．固定資産売却益 ※１ － －   33 33   

Ⅵ 特別損失        

１．固定資産売却損 ※２ -   348   

２．固定資産除却損 ※３ 586 586 0.1 81,736 82,084 3.4 

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失
（△） 

  36,526 4.6  △149,053 △6.2 

法人税、住民税及び事
業税 

 9,834   33,777   

法人税等調整額  15,022 24,856 3.1 △60,153 △26,376 △1.1 

当期純利益又は当期純
損失（△） 

  11,669 1.5  △122,677 △5.1 

前期繰越利益   2,041,800   -  

当期未処分利益   2,053,469   -  

        



完成業務原価明細書 

 （注） 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費 ※１ 272,355 57.3 948,705 58.0 

Ⅱ 経費 ※２ 202,973 42.7 686,995 42.0 

当期総業務費用  475,329 100.0 1,635,701 100.0 

期首未成業務支出金  789,703  696,078  

合計  1,265,033  2,331,779  

期末未成業務支出金  696,078  485,374  

当期完成業務原価  568,955  1,846,404  

      

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※１．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりでありま

す。 

※１．労務費のうち引当金繰入額は次のとおりでありま

す。 

賞与引当金繰入額 600千円 賞与引当金繰入額 600千円 

※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２．経費の主な内訳は次のとおりであります。 

賃借料 98,940千円 

旅費交通費 26,544千円 

業務委託費 38,926千円 

消耗品費 6,182千円 

減価償却費 8,699千円 

その他 23,680千円 

賃借料 375,978千円 

旅費交通費 89,190千円 

業務委託費 114,533千円 

消耗品費 17,448千円 

減価償却費 27,301千円 

その他 63,065千円 

３．原価計算の方法 

当社の原価計算は、個別原価法による実際原価計

算であります。 

３．原価計算の方法 

同左 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本   

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合
計 

 

資本準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

 純資産合計 

特別償却
準備金 

繰越利益剰
余金 

 

平成17年６月30日 残高 

（千円） 
640,000 885,000 3,358 2,053,469 2,056,828 3,581,828 3,581,828 

事業年度中の変動額        

特別償却準備金の取崩し 

（千円） 
    △363 363 - - - 

剰余金の配当（千円）       △15,900 △15,900 △15,900 △15,900 

当期純損失（千円）       △122,677 △122,677 △122,677 △122,677 

事業年度中の変動額合計 

（千円） 
- - △363 △138,213 △138,577 △138,577 △138,577 

平成18年６月30日 残高 

（千円） 
640,000 885,000 2,995 1,915,256 1,918,251 3,443,251 3,443,251 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

 （注）前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっております。 

  
前事業年度 

（自 平成17年4月1日 
至 平成17年6月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年7月1日 
至 平成18年6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１．税引前当期純利益（又  
は税引前当期純損失） 

 36,526 △149,053 

２．減価償却費  22,183 66,923 

３．賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 △17,648 40 

４．受取利息及び受取配当
金 

 △178 △616 

５．固定資産売却益  － △33 

６．固定資産売却損  － 348 

７．固定資産除却損  106 37,004 

８．売上債権の減少額 
（△増加額） 

 2,939 △1,000 

９．未成業務支出金の減少
額 

 93,625 210,703 

10．未成業務受入金の増加
額（△減少額）  

 14,563 △505,726 

11．その他資産の減少額  8,792 8,620 

12．その他負債の増加額
（△減少額） 

 21,284 △34,820 

小計  182,195 △367,610 

13．利息及び配当金の受取
額 

 178 616 

14．法人税等の還付収入  － 35 

15．法人税等の支払額  △36,315 △9,921 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 146,058 △376,880 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１．有形固定資産の取得に
よる支出 

 △6,748 △29,697 

２．無形固定資産の取得に
よる支出 

 － △237 

３．有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 491 

４．敷金・保証金の支払額  △12 △13,947 

５．敷金・保証金の回収額  5,878 21,780 

６．関係会社株式の取得  － △30,000 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 △882 △51,610 



 （注）前事業年度は決算期変更に伴い３ヶ月決算となっております。 

  
前事業年度 

（自 平成17年4月1日 
至 平成17年6月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年7月1日 
至 平成18年6月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

１．配当金の支払額  △45,790 △26,994 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

 △45,790 △26,994 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 99,385 △455,484 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 3,689,652 3,789,037 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

 3,789,037 3,333,553 

    



⑤【利益処分計算書】 

重要な会計方針 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成17年９月６日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   2,053,469 

Ⅱ 任意積立金取崩高    

特別償却準備金取崩高  363 363 

合計   2,053,833 

Ⅲ 利益処分額    

１．配当金  15,900 15,900 

Ⅳ 次期繰越利益   2,037,933 

    

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

────── 

  

 関係会社株式 

 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

未成業務支出金 

…個別法に基づく原価法 

未成業務支出金 

同左 

３．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

（少額減価償却資産） 

 取得価額が10万円以上20万円未満の資

産については、法人税法の規定に基づく

３年均等償却によっております。 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウエアについては、

社内における利用可能期間（５年）によ

る定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給

見込額の当期負担額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

５．収益及び費用の計上

基準 

売上計上基準 

 役務提供完了基準によっております。 

売上計上基準 

同左 

６．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

７．キャッシュ・フロー

計算書における資金の

範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金

（現金及び現金同等物）は、手許現金及び

随時引き出し可能な預金であります。 

同左 

８．その他財務諸表作成

のための重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更  

注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） ────── 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）が平成17年４月１日以降開

始する事業年度から適用されることになったことに伴い、

当事業年度から同会計基準及び同適用指針を適用しており

ます。この変更による当事業年度の損益に与える影響はあ

りません。 

  

──────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、3,443,251千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（平成17年６月30日） 

当事業年度 
（平成18年６月30日） 

※1．会社が発行する株式の総数 普通株式 250,000株 

発行済株式の総数 普通株式 63,600株 

 ────      

       

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

※1. ※1．固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。 

 ────    工具器具及び備品 33千円 

※2． ※2．固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 ────    車両運搬具 208千円 

工具器具及び備品 139千円 

計 348千円 

※3．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※3．固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

車両運搬具 106千円 

原状回復工事 480千円 

計 586千円 

建物 31,780千円 

車両運搬具 40千円 

工具器具及び備品 5,183千円 

原状回復工事 44,732千円 

計 81,736千円 



（株主資本等変動計算書関係） 

 当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 １.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 ２.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前期末株式数
（株） 

当期増加株式数
（株） 

当期減少株式数
（株） 

当期末株式数
（株） 

発行済株式     

普通株式 63,600 - - 63,600 

合計 63,600 - - 63,600 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年９月６日 

定時株主総会 
普通株式 15,900 250 平成17年６月30日 平成17年９月６日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年９月20日 

定時株主総会 
普通株式 63,600 利益剰余金 1,000 平成18年６月30日 平成18年９月21日

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

平成17年６月30日現在   

現金及び預金勘定 3,789,037千円 

現金及び現金同等物 3,789,037千円 

平成18年６月30日現在   

現金及び預金勘定 3,333,553千円 

現金及び現金同等物 3,333,553千円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

2,953 2,215 738 

 ソフトウェ
ア 

4,103 136 3,966 

合計 7,057 2,352 4,705 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

13,381 1,338 12,043 

 ソフトウェ
ア 

15,673 2,307 13,365 

合計 29,054 3,645 25,409 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,417千円 

１年超 3,312千円 

合計 4,730千円 

１年内 5,756千円 

１年超 19,702千円 

合計 25,459千円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 293千円 

減価償却費相当額 284千円 

支払利息相当額 8千円 

支払リース料 3,569千円 

減価償却費相当額 3,508千円 

支払利息相当額 109千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 貸借対照表計上額（千円） 

 子会社株式及び関連会社株式   

子会社株式 30,000 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

（退職給付関係） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成17年６月30日） 

当事業年度 
（平成18年６月30日） 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金損金算入限度超過額 854 

たな卸資産評価損 15,115 

減価償却費損金算入限度超過額 3,880 

未払事業税等 1,383 

未払法定福利費 115 

 繰越欠損金 6,333 

繰延税金資産合計 27,683 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △2,060 

繰延税金負債合計 △2,060 

繰延税金資産の純額 25,623 

繰延税金資産 （千円）

賞与引当金損金算入限度超過額 870 

たな卸資産評価損 10,247 

減価償却費損金算入限度超過額 3,913 

未払事業税等 2,024 

未払法定福利費 120 

 繰越欠損金 69,659 

繰延税金資産合計 86,836 

繰延税金負債  

特別償却準備金 △1,059 

繰延税金負債合計 △1,059 

繰延税金資産の純額 85,777 

前事業年度 
（平成17年６月30日） 

当事業年度 
（平成18年６月30日） 

国内の法定実効税率 40.7％ 

（調整）   

交際費等一時差異でない項目 0.5％ 

住民税均等割 26.8％ 

その他 0.1％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 68.1％ 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の差異については、税引前当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

  



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

１株当たり純資産額（円） 56,318.06 54,139.17 

１株当たり当期純利益金額又は当期純

損失金額（△）（円） 
183.48 △1,928.88 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額（円） 

183.43 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、1株当たり

純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額   

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 11,669 △122,677 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 
11,669 △122,677 

期中平均株式数（株） 63,600 63,600 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 17 － 

（うち新株予約権） （17） （－） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

 －  － 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 該当事項はありません。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額・減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

  建物の減少 

 本社移動に伴う内装工事等除却                   54,139千円 

 関西支社移動に伴う内装工事等除却                  6,855千円 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

【引当金明細表】 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 172,693 19,878 67,531 125,039 62,209 20,959 62,830 

車両運搬具 14,409 - 5,129 9,280 8,819 226 460 

工具器具及び備品 322,529 10,860 28,374 305,015 269,021 27,217 35,994 

有形固定資産計 509,632 30,739 101,036 439,335 340,050 48,403 99,285 

無形固定資産        

ソフトウェア 93,046 237 - 93,283 68,223 18,519 33,059 

電話加入権 784 - - 784 - - 784 

無形固定資産計 93,830 237 - 94,067 60,223 18,519 33,844 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 2,100 2,140 2,100 - 2,140 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）完成業務未収入金 

業種別内訳 

完成業務未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

３）未成業務支出金 

区分 金額（千円） 

現金 584 

預金種類  

普通預金 402,437 

定期預金 2,930,531 

計 3,332,969 

合計 3,333,553 

業種 金額（千円） 

電機 6,837 

機械 188 

卸売・小売業 1,755 

金融・保険 2,818 

情報・通信 1,221 

化学・医薬品 2,772 

その他 27,817 

計 43,410 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

―――――
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
――――― 
２ 

―――――― 
(B) 

――――― 
365 

42,409 468,349 467,348 43,410 91.5 33.4 

区分 金額（千円） 

再就職支援未成業務原価 485,374 

計 485,374 



４）敷金保証金 

② 負債の部 

１）未成業務受入金 

(3）【その他】 

① 決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

② 訴訟 

 特記事項はありません。 

区分 金額（千円） 

本社ビル敷金 190,620 

関西支社敷金 34,295 

京都支店敷金 13,173 

横浜支店敷金 10,104 

千葉支店敷金 8,932 

その他敷金他 119,065 

計 376,192 

業種 金額（千円） 

電機 352,847 

機械 5,355 

金融・保険 38,146 

情報・通信 85,906 

卸売・小売業 84,230 

化学・医薬品 27,930 

その他 323,841 

計 918,257 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年９月21日をもって株主名簿管理人は、中央三井信託銀行に変更いたします。 

決算期 ６月３０日 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ６月３０日 

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券 

中間配当基準日 １２月３１日 

１単元の株式数 １株（端株制度） 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内1-4-2 

東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内1-4-2 

東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内1-4-2 

東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内1-4-2 

東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 営業所及び各取次所 

買取手数料 

以下の算式により１株当たりの金額を算定し、これを買取った端株の数

で按分した金額 

(算式)当社の株式取扱規定に定める１株当たりの価格のうち 

 100万円以下の金額につき           1.150％ 

 100万円を超え500万円以下の金額につき     0.900％ 

 500万円を超え1,000万円以下の金額につき    0.700％ 

 1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき   0.575％ 

 3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき   0.375％ 

 （円未満の端数を生じた場合には切り捨てる） 

ただし、１株当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には2,500円

とする。 

公告掲載方法 

電子公告（ただし、やむを得ない事由により電子公告をすることができ

ないときは、日本経済新聞に掲載する。） 

 公告掲載URL 

 http://www.hu-mgt.com 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社の親会社等であるグッドウィル・グループ株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しており

ます。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成17年４月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月６日関東財務局長に提出。 

（2）半期報告書 

 第12期中（自 平成17年７月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月17日関東財務局長に提出。 

（3）臨時報告書 

 平成18年６月22日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年９月６日

ヒュー・マネジメント・ジャパン株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒュー・マネジメン

ト・ジャパン株式会社の平成１７年４月１日から平成１７年６月３０日までの第１１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヒュー・マネジメン

ト・ジャパン株式会社の平成１７年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったた

め、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 口 宗 夫 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２０日

ヒュー・マネジメント・ジャパン株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているヒュー・マネジメン

ト・ジャパン株式会社の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第１２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ヒュー・マネジメン

ト・ジャパン株式会社の平成１８年６月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 杉 岡 喜 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川 口 宗 夫 
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